
  

　　　前年同月比　実質※110.5%の増加　名目※311.6%の増加

　　　全国の消費支出（二人以上の世帯）は、１世帯当たり328,969円

　　　前年同月比　実質※10.5%の減少　名目※31.0%の増加

　　　前年同月比　実質※14.9%の減少

　　　　　　　　　実質※24.8%の減少

　　　　　　　　　名目※33.9%の減少

　　　全国の勤労者世帯の実収入（二人以上の世帯）は、１世帯当たり612,163円

　　　前年同月比　実質※12.3%の増加

　　　　　　　　　実質※22.4%の増加

　　　　　　　　　名目※33.8%の増加

              ※1：物価の変動を取り除いた数値　実質化には消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）を用いた。

              ※2：物価の変動を取り除いた数値　実質化には消費者物価指数（総合）を用いた。

              ※3：物価水準の影響を考慮していない数値

勤労者世帯 勤労者世帯

集計世帯数 84 50 7,222 3,888

世帯人員(人) 2.71 3.06 2.86 3.19

有業人員(人) 1.40 1.91 1.34 1.82

世帯主の年齢(歳) 59.4 49.4 61.0 51.2

受取 － 1,299,871 － 1,423,812

実収入 － 580,003 － 612,163

経常収入 － 573,908 － 599,730

勤め先収入 － 489,068 － 518,398

世帯主収入 － 328,566 － 408,571

うち男 － 305,738 － 380,261

定期収入 － 326,804 － 390,882

臨時収入・賞与 － 1,762 － 17,689

臨時収入 － 1,762 － 6,927

賞与 － 0 － 10,762

世帯主の配偶者の収入 － 146,222 － 92,898

うち女 － 146,222 － 90,868

他の世帯員収入 － 14,280 － 16,928

事業・内職収入 － 2,699 － 6,521

家賃収入 － 0 － 596

他の事業収入 － 0 － 4,741

内職収入 － 2,699 － 1,184

他の経常収入 － 82,141 － 74,811

財産収入 － 103 － 3,410

社会保障給付 － 82,038 － 69,914

公的年金給付 － 74,379 － 54,451

他の社会保障給付 － 7,659 － 15,464

仕送り金 － 0 － 1,486

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

　2026年(令和8年)4月分　家計調査結果（二人以上の世帯）（松江市）　

　　　　　〇消費支出(二人以上の世帯）は、   １世帯当たり 353,460円

　　　　〇勤労者世帯の実収入(二人以上の世帯）は、   １世帯当たり 580,003円

消費支出（１世帯当たり）

実収入（１世帯当たり）



勤労者世帯 勤労者世帯

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

特別収入 － 6,095 － 12,433

受贈金 － 2,039 － 1,943

他の特別収入 － 4,056 － 10,490

実収入以外の受取(繰入金を除く) － 512,980 － 522,076

預貯金引出 － 381,086 － 361,663

保険金 － 9,010 － 7,135

個人・企業年金保険金 － 9,010 － 4,421

他の保険金 － 0 － 2,714

有価証券売却 － 0 － 0

土地家屋借入金 － 0 － 0

他の借入金 － 0 － 2,487

クレジット購入借入金 － 122,668 － 150,508

財産売却 － 0 － 0

実収入以外の受取のその他 － 215 － 282

繰入金 － 206,889 － 289,573

支払 － 1,299,871 － 1,423,812

実支出 － 516,737 － 483,260

消費支出 353,460 421,035 328,969 364,781

1 食料 80,361 83,883 88,101 89,797

2 住居 11,757 19,410 20,608 25,941

3 光熱・水道 27,019 25,456 24,688 24,283

4 家具・家事用品 14,400 12,289 14,498 15,082

5 被服及び履物 8,379 11,535 9,929 11,695

6 保健医療 12,289 12,392 15,506 13,761

7 交通・通信 96,234 139,866 46,123 56,558

8 教育 2,397 4,159 18,372 29,985

9 教養娯楽 31,646 38,617 34,512 37,855

10 その他の消費支出 68,979 73,429 56,632 59,824

(再掲) 教育関係費 19,510 33,652 28,657 46,991

(再掲) 教養娯楽関係費 37,561 40,864 37,915 41,139

(再掲) 移転支出(贈与金＋仕送り金) 25,946 31,394 15,546 18,823

(再掲) 経常消費支出 217,613 229,635 225,733 237,077

(再掲) 情報通信関係費 16,487 16,351 15,835 16,907

(再掲) 消費支出(除く住居等) 261,275 275,715 283,384 306,560



勤労者世帯 勤労者世帯

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

非消費支出 － 95,703 － 118,479

直接税 － 31,560 － 55,083

勤労所得税 － 9,515 － 17,536

個人住民税 － 19,245 － 20,277

他の税 － 2,801 － 17,271

社会保険料 － 64,142 － 63,316

公的年金保険料 － 36,461 － 38,281

健康保険料 － 21,777 － 19,275

介護保険料 － 4,144 － 3,861

他の社会保険料 － 1,760 － 1,899

他の非消費支出 － 0 － 80

実支出以外の支払(繰越金を除く) － 578,639 － 665,134

預貯金 － 443,703 － 493,296

保険料 － 17,732 － 19,952

個人・企業年金保険料 － 3,386 － 3,561

他の保険料 － 14,347 － 16,391

有価証券購入 － 8,235 － 5,784

土地家屋借金返済 － 23,827 － 36,450

他の借金返済 － 3,409 － 1,919

クレジット購入借入金返済 － 81,710 － 107,295

財産購入 － 0 － 74

実支出以外の支払のその他 － 22 － 363

繰越金 － 204,495 － 275,418

可処分所得 － 484,300 － 493,684

黒字 － 63,265 － 128,903

金融資産純増 － 79,574 － 150,234

貯蓄純増 － 71,339 － 144,449

預貯金純増 － 62,616 － 131,632

保険純増 － 8,722 － 12,817

個人・企業年金保険純増 － -5,624 － -861

他の保険純増 － 14,347 － 13,678

有価証券純購入 － 8,235 － 5,784

土地家屋借金純減 － 23,827 － 36,450

他の借金純減 － 3,409 － -568

クレジット購入借入金純減 － -40,957 － -43,213

財産純増 － 0 － 74

その他の純増 － -193 － 81

繰越純増 － -2,394 － -14,155



勤労者世帯 勤労者世帯

用   途   分   類

二人以上の世帯

松 江 市 全   国

－ 86.9 － 73.9

黒字率(％) － 13.1 － 26.1

金融資産純増率(％) － 16.4 － 30.4

貯蓄純増(平均貯蓄率)(％) － 14.7 － 29.3

預貯金純増(％) － 12.9 － 26.7

保険純増(％) － 1.8 － 2.6

個人・企業年金保険純増(％) － -1.2 － -0.2

他の保険純増(％) － 3.0 － 2.8

有価証券純購入(％) － 1.7 － 1.2

土地家屋借金純減(％) － 4.9 － 7.4

他の借金純減(％) － 0.7 － -0.1

クレジット購入借入金純減(％) － -8.5 － -8.8

財産純増(％) － 0.0 － 0.0

エンゲル係数(％) 22.7 19.9 26.8 24.6

注１ 統計表中の「-」は該当数字がないものである。 
　２ 二人以上の世帯には、「勤労者世帯」のほか、世帯主が無職の世帯と、自営業者などの

世帯を含み、自営業者などの世帯の収入は調査していないため、二人以上の世帯の収入
にかかる項目は「-」となる。

　３ 可処分所得とは、実収入から非消費支出を差し引いたものである。
　４ 黒字とは、可処分所得から消費支出を差し引いたものである。
　５ 平均消費性向とは、可処分所得に対する消費支出の割合である。
　６ エンゲル係数とは、消費支出に占める食料費の割合である。

(再掲) 可処分所得に対する割合
  平均消費性向(％)


